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事業報告



家賃等の保証によ る

金銭的リス クの払拭

（事前立替）

機関保証提供によ る信用補完

万が一の場合の

カウ ン セ リ ン グ サポー ト

円滑な賃貸借契約のサポート

事業内容

概 要

音声ファイル/音声①/音声①/03.mp3
音声ファイル/音声①/音声①/03.mp3


当社 の 強 み

事業内容



事業内容

指定信用情報機関（C IC）とスコアリングによる与信管理機能により、お客様の与信に応じた価格

設計を実施することで、幅広いお客様に対し機関保証を提供。

入居者様の家賃等の引落しを毎月実施することで、入居時の初回保証料、更新時の更新

保証料に加え、月額保証料の徴収が可能となり、積み上げた保証残高から安定利益を

得るビジネスモデルを実現。

オーナー様に対し、入居者様の支払い期日より前に毎月の家賃等の「事前立替」を行い、毎月決まっ

た日に家賃を保証させていただくサービス。

オーナー様、管理会社様、入居者様の多様化するニーズに適応した商品ラインナップ

当社 の 強 み



当社の現況
-「招集ご通知」 P2～4-



経済環境

経済・金融政策の効果、雇用環境の改善

“国内景気は緩やかな回復基調”

海外経済の不確実性等、
“不透明な状況が続いている”

新興国の景気減速 英国のEU離脱問題
米国の新政権による政策運営



事業環境①
賃 貸 住 宅 市 場

新 設 住 宅 着 工 戸 数 ・ 貸 家 着 工 数 と も に 堅 調 に 推 移

[出展] 国土交通省 : 建築着工統計調査報告 平成28年度計



事業環境②
家 賃 債 務 保 証 業 界



事業環境③
登 録 制 度 に 向 け た 動 き



当事業年度の取 り組み



当事業年度の取 り組み



当事業年度の業績

23億23百万円
6.9％ 増前期比

（＋1億49百万円）

2億64百万円
0.1%減前期比

（ー0百万円）

3億26百万円
1.4%増前期比

（＋4百万円）

2億16百万円
3.3%減前期比

（ー7百万円）



設備投資について



「連帯保証人制度に代わる機関保証の普及の実現」

「基幹ビジネスの積極推進・新保証サービス提供に
向けた体制基盤の構築」

対処すべ き課題



計算書類報告
-「招集ご通知」 P20～21-



貸借対照表
資 産 の 部



負債合計 5億44百万円
前期比 37百万円増

主な要因 自社保証商品の新規成約件数増加

に伴う集金代行手数料の増加

純資産合計

主な要因

19億34百万円
前期比 2億23百万円増

配当による株主還元の実施と

内部留保による影響

貸借対照表
負 債 及 び 純 資 産 の 部



損益計算書

23億23百万円
6.9％ 増前期比

（＋1億49百万円）

2億64百万円
0.1%減前期比

（ー0百万円）

3億26百万円
1.4%増前期比

（＋4百万円）

2億16百万円
3.3%減前期比

（ー7百万円）



保証残高の成長を背景に引き続き増収を堅持

営業収益の推移



経常利益の推移

貸倒比率の抑制により前期同等の水準を維持



2018年3月期の
取り組み



①個人保証に対する
極度額設定の義務化

個人の連帯保証人の
設定が困難

②保証契約締結時、
賃料支払滞納に関する
情報提供義務化

債権回収に関する業務が煩雑化

③敷金の法的性質が
定義化

滞納賃料・原状回復費用に関する
回収業務の複雑化

民法の改正



経営テーマ と重点施策



具体的な施策



具体的な施策



2 0 1 8 年 3 月期 業績計画



本資料は、経営戦略等に関する情報提供を目的とし、

当社の今後の見通しや計画等の記述がなされております。

現状で入手できる情報に基づき作成しておりますので、

本資料で記述していることが経済状況等により、

異なる結果に至る可能性を含んでおります。

また、本資料で記載されている当社以外の情報は、

公開されている内容から引用したものであり、

その正確性について当社が保証するものではございません。


